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全日本トラック協会の取り組み実績

協会機関誌『広報とらっく』（隔週発行）による情報提供・意識啓発

発行日 タイトル 内 容 備考

H30.2.15
（1面） 大型車等へのタイヤチェーン装着呼びかけ
（3面） 降雪時・積雪時における事故防止のポイント

北陸地方の豪雪受けての緊急呼びかけ P３参照

H30.2.1 （3面） スタッドレスタイヤにチェーンを装着した時の実力 連載記事「タイヤケア ホントの話」

H30.1.15 （2面） 新名神高速走行時には冬用タイヤ装着・チェーン携行を！ NEXCO中日本からのお知らせ

H29.12.20 （1面） 降積雪期の安全確保徹底を –降雪状況の適時把握など呼びかけ- 国土交通省通達受けての緊急呼びかけ

H29.11.15
（6・7面） 《スノーシーズン間近》冬季における安全運行特集「雪道での事故ゼロ」目指して
（7面） 新名神高速走行時には冬用タイヤ装着・チェーン携行を！

2面展開の特集記事
NEXCO中日本からのお知らせ

P４参照

H29.11.1 （3面） クイズ形式で覚える「冬」のタイヤ知識 連載記事「タイヤケア ホントの話」

H29.3.1 （3面） 意外と理解されていない「夏用タイヤ」と「スタッドレスタイヤ」の違い 連載記事「タイヤケア ホントの話」

H29.2.1 （3面） 雪道で「立ち往生」を起こしたドライバーの発言に驚く 連載記事「タイヤケア ホントの話」

H29.1.1 （6面） 雪道の立ち往生を防ぐ、新しい交通対策に期待する年 連載記事「タイヤケア ホントの話」

H28.12.5 （6面） あなたのスタッドレスタイヤ、何年目ですか？ 連載記事「タイヤケア ホントの話」

H28.11.15 （6・7面） 《スノーシーズン間近》冬季における安全運行特集「雪道での事故ゼロ」目指して 2面展開の特集記事

H27.12.5 （4面） 《スノーシーズン到来》冬季における安定運行特集② 1面展開の特集記事

H27.11.5 （6・7面） 《スノーシーズン到来》冬季における安定運行特集① 2面展開の特集記事

H27.3.1 （8面） スタッドレスタイヤを装着しないと罰金70万円？！ 連載記事「タイヤケア ホントの話」

H27.2.1 （5面） 雪道で立ち往生しないためのタイヤ選び 連載記事「タイヤケア ホントの話」
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全日本トラック協会の取り組み実績

北陸雪害対策技術センター

『広報とらっく』 （平成30年2月15日号 1・3面）
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全日本トラック協会の取り組み実績

北陸雪害対策技術センター

『広報とらっく』 （平成29年11月15日号 6・7面）
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全日本トラック協会の取り組み実績

ラジオ媒体による情報提供・意識啓発

全日本トラック協会では、広く一般およびトラックドライバー
に対し、当協会が提供する全国ネットのラジオ放送番組を
活用した「雪道対策」に係る情報発信を平成２６年度から実
施している。

◎ 放送局 ： 東京放送系列 全国３３局フルネット

◎ 番組名 ： 『全日本トラック協会presents ドライバーズ・リクエスト』

◎ 放送時間 ： ＴＢＳラジオ 月～金 １３：４２～１３：４９
「赤江珠緒 たまむすび 内｣

その他ネット局 月～金 午後帯 （１２時～１７時台）
→各局の放送時間については右表参照

◎ 「雪道対策」に係る情報発信

回答者 ： 一般社団法人日本自動車連盟（JAF）
交通環境部 宮澤 俊一 氏

放送日 ： 平成２７年 １月２３日、３０日、１２月１８日、２５日
平成２８年１２月 ２日、 ９日
平成２９年１２月１５日、２２日
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全日本トラック協会の取り組み実績

ホームページによる情報提供・意識啓発
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全日本トラック協会の取り組み実績

マニュアル等の紙媒体による情報提供・意識啓発

※ 一般ドライバー等もダウンロード可能
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冬期（降雪）期間におけるタイヤチェーンの装着等に関するアンケート調査結果

28.0%

33.9%

38.1%

主な運行形態（全有効回答事業者）

長距離輸送 中距離輸送 地場輸送

n=118
（複数回答あり）

97.6%

2.4%

冬用タイヤの装着事業者数（全有効回答事業者）

装着している 装着していない

n=85

82.1%

17.9%

冬用タイヤの装着台数（装着している事業者のみ）

装着している 装着していない

n=3,570

81.7%

18.3%

タイヤチェーンの携行台数（携行している事業者のみ）

携行している 携行していない

n=3,565
97.6%

2.4%

タイヤチェーンの携行事業者数（全有効回答事業者）

携行している 携行していない

n=85

配布方法
沖縄県を除く46都道府県トラック協会所属の会員
事業者のうち、長距離輸送、中距離輸送、地場
輸送を行う事業者各１社に対し、各協会を通じて
アンケート調査票を配布、２週間の期限で回収。

有効回答率 61.6％（有効回答数85件／配布数138件）
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冬期（降雪）期間におけるタイヤチェーンの装着等に関するアンケート調査結果

36.9%

50.5%

12.6%

大雪警報等発令時の対応（全有効回答事業者）

会社判断により運行を継続する 会社判断により運行を中止する

ドライバーの判断に委ねる

n=103
（複数回答あり）

97.6%

2.4%

大雪警報等発令時の荷主との連絡状況
（全有効回答事業者）

荷送人（又は荷受人）と連絡をとったり、指示をうけることがある

荷送人（又は荷受人）と連絡をとったり、指示をうけることがない

n=85

95.1%

4.9%

携行チェーンの種類（携行している事業者のみ）

シングルチェーン トリプルチェーン（ダブルタイヤ用）

n=2,946
（複数回答あり）
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都道府県トラック協会における取り組みの実績

各協会機関誌による情報提供・意識啓発

富山県トラック協会 『富ト協ニュース』（平成29年12月号）

京都府トラック協会
『きょうとらっく』
（平成30年2月号）

大阪府トラック協会 『トラック広報』（平成29年12月号）
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都道府県トラック協会における取り組みの実績

鹿児島県トラック協会 『かごしまトラック情報』（平成30年1月号）

東京都トラック協会
『東京都トラック時報』（平成30年2月25号）

東京都トラック協会
『東京都トラック時報』（平成29年12月25号）
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都道府県トラック協会における取り組みの実績

石川県トラック協会 『トラックのひろば』（平成29年12月号）

関係機関との連携による街頭での安全指導・啓発活動

新潟県トラック協会／『物流ニッポン』（平成30年1月15日号）
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都道府県トラック協会における取り組みの実績

福井県トラック協会

関係機関との連携体制構築

【近畿地方整備局福井河川国道事務所主催の大雪対応訓練参加】

【福井県雪害予防対策協議会への参加】

福井県トラック協会
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都道府県トラック協会における取り組みの実績

要望活動

富山県トラック協会石川県トラック協会

新潟県トラック協会／『物流ニッポン』
（平成29年11月30日号）
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都道府県トラック協会における取り組みの実績

新潟県トラック協会 石川県トラック協会

【会員宛文書の配信】 【ホームページ掲載】
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都道府県トラック協会における取り組みの実績

傘下会員への複数媒体による同時情報提供

石川県トラック協会

【会員宛文書の配信】 【ホームページ掲載】
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会員事業者への情報提供体制

緊急時の全会員一斉情報提供の体制

協　会　名
FAXまたはメールでの

一斉配信

(公社)北海道トラック協会 ○

(公社)青森県トラック協会 ○

(公社)岩手県トラック協会 ×

(公社)宮城県トラック協会 ○

(公社)秋田県トラック協会 ○

(公社)山形県トラック協会 ○

(公社)福島県トラック協会 ○

(一社)茨城県トラック協会 ○

(一社)栃木県トラック協会 ○

(一社)群馬県トラック協会 ○

(一社)埼玉県トラック協会 ○

(一社)千葉県トラック協会 ○

(一社)東京都トラック協会 ×

(一社)神奈川県トラック協会 ○

(一社)山梨県トラック協会 ○

(公社)新潟県トラック協会 ○

(公社)長野県トラック協会 ×

(一社)富山県トラック協会 ○

(一社)石川県トラック協会 ○

(一社)福井県トラック協会 ○

(一社)岐阜県トラック協会 ○

(一社)静岡県トラック協会 ○

(一社)愛知県トラック協会 ×

(一社)三重県トラック協会 ○

協　会　名
FAXまたはメールでの

一斉配信

(一社)滋賀県トラック協会 ○

(一社)京都府トラック協会 ○

(一社)大阪府トラック協会 ○

(一社)兵庫県トラック協会 ○

(公社)奈良県トラック協会 ○

(公社)和歌山県トラック協会 ○

(一社)鳥取県トラック協会 ○

(公社)島根県トラック協会 ×

(一社)岡山県トラック協会 一部○

(公社)広島県トラック協会 一部○

(一社)山口県トラック協会 ×

(一社)徳島県トラック協会 ○

(一社)香川県トラック協会 ○

(一社)愛媛県トラック協会 ○

(一社)高知県トラック協会 ○

(公社)福岡県トラック協会 ○

(公社)佐賀県トラック協会 ○

(公社)長崎県トラック協会 ○

(公社)熊本県トラック協会 ○

(公社)大分県トラック協会 ○

(一社)宮崎県トラック協会 ○

(公社)鹿児島県トラック協会 ○

(公社)沖縄県トラック協会 ○

あり
条件付き

あり
なし

FAX一斉同報システム 39 2 6

メール一斉配信システム 4 0 43

できる
条件付きで

できる
できない

夜間・休日のＨＰ変更対応 3 9 35

※ FAX一斉同報システムが未整備の６協会に対しては、
体制整備を要請予定。

※

事業者及び運行管理者は、異常気象、土砂崩壊、路肩軟弱
等の道路障害により、輸送の安全確保に支障を生ずるおそれ
があるときは、乗務員に対する適切な指示、その他輸送の安全
を確保するために暴風警報等の伝達、避難箇所の指定、運行
の中止等必要な措置を講じなければならない。

【根拠規定】
・貨物自動車運送事業輸送安全規則第11条（異常気象時等における
措置）
・同 第20条（運行管理者の業務）第１項第15号
・国自安第203号、国自貨第61号、国自整第291号（平成26年12月
25日）「貨物自動車運送事業輸送安全規則の解釈及び運用について」
第11条

異常気象時等における措置
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全日本トラック協会会員事業者数および会員保有台数

都道府県名 会員数 ※1 保有台数 ※2 都道府県名 会員数 ※1 保有台数 ※2

北海道 2,766 54,284 滋 賀 615 9,862

青 森 670 11,552 京 都 964 18,159

岩 手 626 11,740 大 阪 3,449 75,691

宮 城 1,188 22,119 兵 庫 2,008 38,272

秋 田 403 6,849 奈 良 475 8,267

山 形 324 7,774 和歌山 501 7,546

福 島 892 17,993 鳥 取 309 4,348

茨 城 1,485 34,225 島 根 426 4,703

栃 木 808 18,846 岡 山 1,254 20,450

群 馬 932 20,167 広 島 1,653 24,132

埼 玉 2,248 68,378 山 口 768 10,938

千 葉 1,822 49,557 徳 島 322 5,588

東 京 3,344 75,989 香 川 556 10,179

神奈川 2,282 54,675 愛 媛 741 11,738

山 梨 347 6,164 高 知 411 5,305

新 潟 818 19,011 福 岡 1,985 42,400

長 野 552 14,281 佐 賀 525 7,926

富 山 584 10,486 長 崎 519 7,149

石 川 617 10,734 熊 本 736 12,385

福 井 484 6,781 大 分 520 7,928

岐 阜 857 15,684 宮 崎 438 8,753

静 岡 1,349 33,155 鹿児島 798 13,438

愛 知 2,527 68,779 沖 縄 687 5,734

三 重 1,001 17,737 合 計 49,586 1,017,851

※１：平成28年版「国土交通省関係公益法人要覧」 （国土交通省／平成28年10月1日現在）より

※２：自動車保有台数（自動車検査登録情報協会／平成29年8月末日現在）を、トラック運送事業者数（国土交通省／平成28年3月末日現在）と

※１の各都道府県事業者数の比に応じて按分した値。
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貨物自動車の自家用・営業用別の台数内訳

資料：自動車検査登録情報協会（平成27年3月末）

自家用 約7,900万台
約161万台

約3,155万台

約3,926万台

約12万台

約1万台

約123万台

約493万台

営業用 約200万台
約700台

約24万台

約24万台

約11万台

約15万台

約29万台

約94万台

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000

合計

二輪車

軽

乗用

乗合

被けん引車

特種（殊）
用途

貨物

（千台）

自家用

営業用

合 計
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運行自粛要請に関するお願い事項

１．大雪等が予測され、事業用トラックの運行自粛について要請が行われる場合には、

国民の皆様にもご理解、ご協力が得られるような周知方策をご検討いただきたい。

２．大雪等により大幅な輸送遅延等が予想される場合には、発荷主・着荷主等への理解

を求めることが必要となるため、農水省、経産省など、荷主と密接な省庁間での連携

を密に、広く周知等に努めていただきたい。

３．なお、全ト協会員事業者数は約４９，６００社と、全国のトラック運送事業者数約６２，

０００社の約８割であり、全ト協会員保有の事業用トラックは、全国の保有台数（事業

用トラック、自家用トラック等を含む）約８千１００万台のうち約１０２万台（１．３％）で

す。


